
企業における「働き方改革」 
の基盤づくりについて 

平成２９年２月 
東北経済産業局 



中小企業と大企業 
 全事業者数の99.7％（山形は99.8％）が中小企業、全従業者の約70%
（山形は約90％）が中小企業に就業。 

 中小企業の中にも、生産性の高い、稼げる企業は存在する。製造業では約１割、
非製造業では約３割の中小企業が大企業の平均以上。 

事業者数・従業者数（2014年） 
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事業者数 
（全国） 

事業者数 
（山形） 

従業者数 
（全国） 

従業者数 
（山形） 

大企業 1.1万者 
(0.3%) 

64者 
(0.2%) 

1,433 
万人
(29.9%) 

3.3万人
(9.8%) 

中小企
業 

380.9 
万者
(99.7%) 

4.1万者
(99.8%) 

3,361 
万人
(70.1%) 

29.9万人
(90.2％) 

うち小
規模事
業者 

325.2 
万者
(85.1%) 

3.6万者
(87.8%) 

1,127 
万人
(23.5%) 

11.8万人
(35.5%) 

資料：総務省「平成26年経済センサス-基礎調査」 再編加工 

中小企業数の推移 

事業者数 
（全国） 

事業者数 
（山形） 

1999年 483万社 ー 
2006年 419万社 4.8万社 
2014年 380万社 4.1万社 

大企業平均よりも生産性の高い中小企業の割合 

製造業 

非製造業 

約1割 

約３割 

資料：2016年中小企業白書 

資料：2016年中小企業白書 



１．中小企業等経営強化法 
２．よろず支援拠点 
３．下請等中小企業の取引条件の改善 
４．「ダイバーシティ経営」の推進 
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経営力向上計画 

１．中小企業等経営強化法 

申請事業者 
中小企業･小規模事業者 

中堅企業 

経営革新等支援機関 申請を 
サポート 

例  
 ・税理士、公認会計士、弁護士   
 ・商工会議所・商工会 
 ・地域金融機関 等 

事業分野別 
経営力向上推進機関 

申請 認定 

※事業分野別指針が策定されてない分野においては、
基本方針に基づいて申請が可能。 

主務大臣 
（事業分野別指針の策定） 
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普及啓発 
人材育成 

例 ・事業者団体 
   ・同業者組合 等   

○中小企業等の生産性を高めるための「中小企業等経営強化法」が2016年７月に施行。 
○本法では、生産性向上策（営業活動、財務、人材育成、IＴ投資等）を業種毎に「事業分野別
指針として策定・現在までに製造業のほか、卸・小売、外食・中食、宿泊、医療、介護等１４分野で
策定済み。 
○認定を受けた事業者は、固定資産税の軽減措置、金融支援、補助金申請時に加算等の支援措
置を受けることができる。今後、IT投資、設備投資、人材投資への支援強化についても検討。 

【支援措置】 
 生産性を高めるための機械装置を取得した場合、 
  ３年間、固定資産税を１／２に軽減 
 計画に基づく事業に必要な資金繰りを支援 

提出先 
（例）経産省：各地方の経済産業局 

※推進機関において、人材育成を行う場合には、
労働保険特会からの支援を受けることが可能。 

 
 
 
【事業分野別指針(1４）と所管省庁】 
 製造業、卸・小売業：経産、財務、農水省等 
 旅館業、貨物自動車運送、船舶、自動車整備、
建設業：国土交通省 

 外食・中食、旅館、医療、介護、保育、障害福
祉：厚生労働省 

 外食・中食：農林水産業 
 有線テレビジョン放送業、電気通信（総務省） 

 
 
 



   
 
 

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 

【適用期間：３年間（平成３０年度末までの投資）】 
※中小企業等経営強化法（別紙）の施行日（平成28年7月1日）以降に取得した資産が対象 

【支援対象】 
 中小企業者（※）が経営力向上計画に基づき取
得する新規の機械装置（新品）  

 ※中小企業者：資本金１億円以下等、大企業の子会社除く 
 
 生産性を高める機械装置が対象 
 ※既存の設備投資減税（生産性向上設備投資減税）の支援要

件（①160万円以上、②生産性1%向上(10年以内に販売開
始)、③最新モデル）のうち、①、②を満たした機械装置が対象で
す。中小企業への配慮から、③は、要件から除外。 

 
【特例】 
 固定資産税の課税標準を３年間1/2に軽減          

特例対象・内容 

            金属加工機械              ソフトウェア組込型（ＮＣ）複合加工機 

対象設備の例 

         中小企業者 
（赤字法人含む） 

（生産性向上設備に係る） 
固定資産税の特例 

１／２軽減（３年間） 

経営力向上設備 

制度 

事業所管 
大臣 

経営力向上計画 
（設備投資・人材育成・経営手法改善等） 

策定 

記載された 

特例措置 

※例：平成２８年に取得した設備は、平成２９年１月１日時点に所有する資産として申告 
          され、平成２９、３０、３１年度の３年間固定資産税が軽減されます。 

認定 

○中小企業者が取得する新規の機械装置について、一定の要件を満たした場合、３年間、固定資産税
を１／２に軽減。 
○史上初の固定資産税での設備投資減税。赤字企業にも大きな減税効果が期待。 
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取得 
取得 

特例 
特例 

取得 特例 

ー新たな機械装置の投資に係る固定資産税の特例ー １．中小企業等経営強化法 

適用期間 



（地域別） 
＜認定事業者の内訳（10,101件）＞ 

（業種別） 

○建設業：488件 

○製造業：7,778件 

○情報通信業：196件 

○医療，福祉業：204件 

○学術研究，専門・技術サービス業：191件 

○サービス業(他に分類されないもの)：217件 

○北海道：202件 

○関東：3,779件 

-東京:1,042件 -神奈川:444件  
-群馬:238件 -千葉:215件 -茨城:197件 

○中部：1,689件 

○近畿：2,197件 

-石川:151件 -愛知:996件 

○中国：671件 

○四国：333件 

○九州・沖縄：857件 

○卸・小売業：471件 

○生活関連サービス業,娯楽業：100件 

○東北：373件 
-秋田:29件  

-大阪:1,012件 -兵庫:574件 -京都:236件 

-奈良:97件 

-広島:292件 -岡山:191件 

-香川:126件 -徳島:51件 

-鹿児島:76件 

-福岡:315件 

-沖縄:44件 

-岐阜:259件 

-福井:89件 

○不動産業,物品賃貸業：56件 

-福島:84件  -宮城:53件 -山形:147件 

-埼玉:363件  
-新潟:259件 

-栃木:169件 

-静岡:467件 -長野:349件 

-富山:132件 

-滋賀:106件 

-和歌山:82件 

-山口:117件 

-愛媛:114件 

-長崎:66件 -大分:97件 -佐賀:61件 

-山梨:37件 

○農業・林業：48件 

○宿泊業，飲食サービス業：53件 

○教育,学習支援業：20件 
○鉱業，採石業，砂利採取業：25件 

○漁業：3件 

○電気・ガス・熱供給・水道業：201件 

○平成28年7月1日に施行した中小企業等経営強化法では、「経営力向上計画」の認定を受けた
中小企業・小規模事業者に対して、機械装置の取得に関する固定資産税の軽減や資金繰り等
の支援を措置。 

○平成28年12月31日現在、10,101件を認定している。（経済産業省：8,263件、国土交通省：
678件、農林水産省：618件、厚生労働省：274件、国税庁：70件等） 

-青森:32件 -岩手:28件 

-三重:151件 

-鳥取:4１件 -島根:30件 

-高知:42件 

-宮崎:82件 

-熊本:116件 

○運輸業,郵便業：48件 

○金融業,保険業：2件 

○東北経済産業局認定分：282件 

１．中小企業等経営強化法 －中小企業等経営強化法の認定状況ー 
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■事業目的  
・地域の支援体制を強化するため、平成２６年度から、地域の支援機関と連携しながら様々な経営相談に対応する「よろず
支援拠点」を各都道府県に整備。 
・チーフ・コーディネーター1名とサブ・コーディネーター数名を配置し、①総合的・先進的アドバイス・②支援チーム等編成支援・③ワ
ンストップサービスを実施（必要に応じて、専門家派遣を活用）。 
・また、拠点の能力向上、活動支援、評価、拠点間連携等を図るための全国本部（中小機構）を設置し、活動をサポート。 

■よろず支援拠点の具体的な業務   ①総合的・先進的アドバイス  
 商工会議所・商工会、認定支援機関等の支援機関だけでは十分に解決できない経営相談に応じ、中小企業・小規
模事業者の課題を分析し、一定の解決策を提示。フォローアップも実施。   ②支援チーム等編成支援  

 中小企業・小規模事業者の課題に応じた適切な支援チームの編成を支援（チーム編成、支援、フォローアップを実
施）。支援チーム編成のため、複数の支援機関、公的機関、企業ＯＢ等の「支援専門家」や、大学、大企業等の
事業連携の相手先等と調整を実施。   ③ワンストップサービス  

 支援機関等との接点が無く相談先に悩む中小企業・小規模事業者の相談窓口として、広く相談に応じる。①と②に
よる支援を実施する他、相談内容に応じて、支援機関・専門家を紹介する等、適切な支援が可能な者につなぐ。  

相談は何度でも無料！  
２．よろず支援拠点 
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認定支援機関 
（ホームドクター） 

よろず支援拠点 
(各県1箇所・総合病院) 

 
平成28年度(4月ー6月) 

東北6県の相談実績：6456件 

中小企業 
小規模事業者 

専門分野に特化した支援機関等 
（専門病院） 

 

【中小企業再生支援協議会、経営改善支援センター、事
業引継センター、知財総合支援窓口、公設試、専門家等】 

紹介・チーム 
支援 

地域における支援機関間の連携の強化（ノウハウ共有、チーム支援等） 

相談 状況把握 

紹介・ 
チーム支援 

情報提供 

  ー認定支援機関、よろず支援拠点、専門的支援機関連携による支援体制ー 
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紹介・ 
チーム支援 

○税理士 
○公認会計士 
○中小企業診断士 
○金融機関 
○商工会議所 
○商工会 
○各種中小企業 
 支援機関  等 

情報提供 

相談 相談 

２．よろず支援拠点 



○平成２８年３月末時点で、２４３,３５４件（月平均約４３１件）の相談対応を行っており、来訪
相談者数も７７,５５９件(月平均約１３７件)にのぼっている。 
○具体的な相談内容は、拠点で力を入れることとしている「売上拡大」が約２６％、「施策活用」が約８％
となっている。 
○相談者への満足度調査では、満足・やや満足を合わせて８８．５％と多くの相談者から評価。 

＜主な支援事例＞ 
○「企業の強みを活かした新商品開発」や「商品の強みを
活かしたデザイン改良・メディア等でのＰＲ」等を支援し、
販路を開拓して売上拡大に繫がった。 

○「事業計画の策定」や「金融機関等への紹介・説明」等
を支援し、資金調達に繫がった。 

○商工会議所等の他機関からの紹介を受けて対応した事
例や連携チームを作って対応した。 

○これまで支援機関との繋がりがなく、どこにも相談できてい
なかった事業者から相談を受け、適切な支援機関による
フォローに繋げた。 

など 

売上拡大 

64,086  

26% 施策活用 

19,546  

8% 

事業計画策定 

14,886  

6% 

経営改善・事業

再生 

13,716  

6% 

創業 

12,587  

5% 

販路提案 

11,976  

5% 

経営知識 

11,465  

5% 

広報戦略 

9,341  

4% 

IT活用（情

報発信） 

9,194  

4% 

商品開発 

8,207  

3% 

資金繰り 

6,911  

3% 

その他 

61,439  

25% 

平成27年度 課題別相談内容数 年間分 
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２．よろず支援拠点   ー平成２７年度 よろず支援拠点事業の実績ー 



 東北地域のよろず支援拠点 

秋田県よろず支援拠点 
【実施機関】あきた企業活性化センター 
【チーフｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】小室秀幸((株)小室経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ) 
【電話】０１８－８６０－５６０５ 

山形県よろず支援拠点 
【実施機関】山形県企業振興公社 
【チーフｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】成澤郁夫(山形県企業振興公社) 
【電話】（山形）０２３－６４７－０７０８ 

(米沢）０２３８－４０－０７６４ 
（庄内）０２３５－２３－２２００ 

福島県よろず支援拠点 
【実施機関】福島県産業振興センター 
【チーフｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】渡辺正彦(東邦信用保証(株)、福島
大学うつくしまふくしま未来支援センター) 
【電話】（郡山）０２４－９５４－４１６１ 
     （福島）０２４－５２５－４０６４ 

青森県よろず支援拠点 
【実施機関】21あおもり産業総合支援センター 
【チーフｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】加藤哲也（ケイ・シグナル） 
【電話】０１７－７２１－３７８７ 

岩手県よろず支援拠点 
【実施機関】いわて産業振興センター 
【チーフｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】星野 剛（(株)エイチエムシー） 
【電話】０１９－６３１－３８２６ 

宮城県よろず支援拠点 
【実施機関】宮城県商工会連合会 
【チーフｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ】田中宏司(ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾞﾚｲﾝ) 
【電話】（連合会）０２２－２２５－８７５１ 
     （上杉分室）０２２－３９３－８０４４ 

9名 

11名 

8名 

11名 

13名 

8名 

 ※各県コーディネーターの人数はチーフコーディネーターを含む。 9 



 大企業や中小企業に大規模調査を行うとともに、下請等中小企業ヒアリングを実施した。 
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３．下請等中小企業の取引条件の改善 
ー取引条件改善のための調査の実施ー 

 ①大企業１万5千社以上に対する書面調査 
  

  ⇒政労使合意を「知っている」は42.2%、「知らない」が57.8% 
  ⇒利益増加分の使途としては「設備投資」44.2%、「現預金増」32.2%、「従業員の 
    賃上げ」が31.2%で、「取引条件改善」はわずか3.1% （上位3つまでを選択回答） 

②中小企業１万社程度に対するWEB調査 
  

 ⇒原材料・エネルギーコストの価格転嫁 「必要」36.6% このうち 「転嫁できなかった」30.2% 

③下請等中小企業へのヒアリング及びアンケート調査 
    

  ⇒このうち、経済産業省関係では、2～3月で200社程度の下請等中小企業を訪問し、 
   ヒアリング調査を実施 
   「合理的な説明のない原価低減要請を受ける！」 
   「金型を廃棄させてもらえず、保管費用も負担してくれない！」 
   「手形での支払が多い！」 等の声 

＜企業に対する下請取引等の実態調査（平成27年12月～平成28年3月）＞ 



• 典型的な問題事例を示した事例集を作成。親事
業者に周知、徹底する。 

• 親事業者との価格交渉で必要となるノウハウのハ
ンドブックを作成。 

• 価格交渉ノウハウのセミナー（全国200ヶ所）や
個別相談を実施。 

 ※セミナ－は、団体や組合ごとに講師を派遣する等の対応が可能。       
   ご要望があれば、 
   下請かけこみ寺「価格交渉サポ－ト相談室」   0120-735-888 まで。    
   https://www.zenkyo.or.jp/kakakusupport/seminar.htm 

①下請事業者の価格交渉サポート 

• 様々な機会を捉えて、取引条件の改善に向けた積
極的な広報を実施。 
ドラマ「下町ロケット」を題材にした1面広告を掲載 
大企業向けの広報チラシを作成・配布 →→ 

②積極的な政府広報と啓発 

 中小企業による価格交渉のための情報提供や、大企業・親事業者向けの啓発広報を積
極的に実施している。 

３．下請等中小企業の取引条件の改善 
ー取引条件改善に向けた情報提供・広報ー 
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（１）親事業者による不適正な行為に対して厳正に対処し、公正な取引環境を実現する。 
（２）親事業者・下請事業者双方の「適正取引」や「付加価値向上」につながる望ましい取引慣行等を普及・定着させる。 
（３）サプライチェーン全体にわたる取引環境の改善や賃上げできる環境の整備に向けた取組を図る。 

3つの重点課題 

事項 具体的な政策 

下請代金法の運用強化 

（運用基準改正） 

違反事例を追加し、違反情報の収集強化と未然防止を図る。【不適正な原価低減活動、金型の保管コストの押

しつけ、等の違反行為事例の追加を公正取引委員会に提案】【平成28年12月 改正済】 

適正取引、付加価値向上の促進 
（振興基準改正） 
*下請中小企業振興法 

望ましい取引慣行を追記し、親事業者に要請する。（取引先の生産性向上への協力、労務費上昇分に対する考

慮、サプライチェーン全体での取引適正化、等）【平成28年12月 改正済】 

下請代金の支払条件の改善 

（通達、振興基準の見直し） 

下請代金の支払条件の改善を、親事業者に要請する。（現金払いの原則、割引料負担の一方的な押しつけの

抑制、手形等の支払期間の短縮、等）【平成28年12月 新たな通達発出済】 

下請代金法の調査・検査 

の重点化 

原価低減・金型・手形等に重点をおいて、下請代金法の書面調査の充実、特別立入検査を実施する。【年度内

に実施】 

業種横断的なルールの明確化・厳格な運用（横軸） 

（１）下請ガイドライン策定業種のうち、まずは幅広い下請構造をもつ自動車等の業種に対して、サプライチェーン全体での「取引適正化」
と「付加価値向上」に向けた自主的な行動計画の策定と着実な実行を要請するとともに、フォローアップを行う。【年度内に策定】 

（２）業種別下請ガイドラインを改訂し、親事業者と下請事業者の連携・協力に係るベストプラクティスを追加する。【年度内に改訂】 

  
 
 

コスト負担の適正化  
量産終了後に長期間に渡って無償で金型

の保管を押しつけられる、等 

  
 
 

価格決定方法の適正化 
一律○％減の原価低減を要請される、労

務費上昇分が考慮されない、等 

支払条件の改善    
手形等で支払いを受ける比率が高い、 
割引コストを負担せざるを得ない、等 

未来志向型の取引慣行に向けて  「世耕プラン」  （2016年9月15日発表） 

業種別の自主行動計画の策定等（縦軸） 

本来は親事業者が負担すべき費用等を下請事業者に押しつけることがないよう、徹底する。 

3つの基本方針 
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 平成28年度の取組として、「ダイバーシティ経営」
の実践手法、成果等を紹介するセミナー「MeetUP!
（ﾐｰﾄｱｯﾌﾟ）」を全国17カ所で開催。 

 東北地域では、以下４カ所で開催。 
 9/1 セミナー「企業成長の秘訣 ダイバーシティ経営のスス

メ」（於：福島県いわき市） 
 9/16 「人財獲得セミナー 人口減少社会における経営術」

（於：青森県八戸市） 
 10/13 「女性活躍の現場を体感！企業見学バスツアー」

（於：宮城県岩沼市、山形県寒河江市） 
 11/11 「ダイバーシティ推進シンポジウム 本気で取り組む

女性活躍」（於：仙台市） 
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４．「ダイバーシティ経営」の推進 
 様々な規模・業種の企業における「ダイバーシティ経営」（※）への積極的な取組を「経済
成長に貢献する経営力」として評価し、ベストプラクティスとして発信。 

 同時に、特色あるダイバーシティ経営の実践手法、成果を紹介するセミナー等を開催。 

「ダイバーシティ経営企業選」 普及啓発事業 MeetUP！ 
 ダイバーシティ推進を経営成果に結びつけている企
業の先進的な取組を発信し、取組のすそ野を拡大す
ること目的として、経済産業大臣表彰を実施。 

 平成24年度から取組を開始。これまで全国で174社
（大企業:93社、中小企業:81社）を選定。 

 東北地域では、これまで以下の企業を選定。 
 (株)マイスター（山形県寒河江市）（製造業） 
 (株)セレクティー（仙台市）（教育・学校支援業） 
 (株)佐藤金属（宮城県岩沼市）（卸売業） 
 (株)門間箪笥店（仙台市）（製造業） 

 

「多様な人材（※1）を活かし、その能力（※2）が最大限発揮できる機会を提供することで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営」のこと。 
 
（※1）「多様な人材」とは、性別、年齢、人種や国籍、障がいの有無、性的指向、宗教・信条、価値観などの多様性だけでなく、キャリアや経験、働き方などに関する多様性も含む。 

（※2）「能力」には、多様な人材それぞれの持つ潜在的な能力や特性なども含む。 
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４．「ダイバーシティ経営」の推進  ー普及啓発事業”MeetUP!”の事例ー 

「ダイバーシティ推進シンポジウム 本気で取り組む 女性活躍」 
日時：2016年11月11日（金） 13:00-15:30 

場所：エル・パーク仙台 ギャラリーホール（宮城県仙台市） 

講演：「ダイバーシティが企業を変える」  講師：カルビー(株) 代表取締役会長 兼CEO  松本 晃 氏 



４．「ダイバーシティ経営」の推進  ー普及啓発事業”MeetUP!”の事例ー 

「女性活躍の現場を体感！企業見学バスツアー」 
日時：2016年10月13日（木） 9:30-18:00 

訪問先①： 株式会社佐藤金属（宮城県岩沼市） 

訪問先②： 株式会社マイスター（山形県寒河江市） 

特別添乗員： 株式会社博報堂／リーママプロジェクト代表  田中 和子 氏 
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(株)佐藤金属様 見学の様子 (株)マイスター様 見学の様子 

バス車内のセッションの様子 
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